













































































































































































例として、（ａ）東京地裁八王子支部平成元年６月 23 日判決注8、（ｂ）浦和地裁平成 7 年 12 月
12 日判決注9、（ｃ）東京地裁平成 15 年 11 月５日判決がある注 10。（ａ）では在学契約の成立、（ｂ）
では在学契約の解除と損害賠償請求、（ｃ）では損害賠償請求が認められた。次に、期待・信頼
が惹起された事項は在学契約の内容とまではならないが、その事項が行われないことは信義則上
の付随義務違反となるとした裁判例として、（ｄ）東京高裁昭和 52 年 10 月６日判決注 11、（ｅ）
京都地裁平成５年５月 31 日判決注 12 がある。いずれも、契約締結の際に相手方に惹起させた信頼
を裏切ったことについて損害賠償責任が認められた。
　法令に反しているなど、実際に行なわれた内容が客観的にみて低い水準にあるものとして債務
不履行ないし不法行為を認める裁判例として、（ｆ）大阪地裁平成 7 年 5 月 23 日判決注 13、（ｇ）
大阪地裁平成 15 年５月9日判決注 14、（ｈ）東京地裁平成 18 年 5 月 19 日判決注 15 がある。
　これらに対して、生徒側の主張が否定された裁判例としては、（ⅰ）横浜地裁昭和 63 年 10 月




































































































































７頁、米村滋人「医療事故における損害」内田貴 = 大村敦志編『民法の争点』（2007）300 頁。
注７　本件コメント（判時2071号47頁、判タ1318号95頁）、伊藤・後掲「本件判批」43頁。
注8　判時1323号97頁、判タ714号247頁。小中一貫校の小学校入学の際に、卒業生全員が中学に進学でき
る旨の折込チラシを信じて入学をしたが、中学進学を拒否された事例。小学校と中学校との9年間を一体
とする特殊なカリキュラムを編成していること、制度的にも小学校と中学校との一体化を図っていること、
折込チラシを信じて入学をしたことなどから、小学校、中学校9年間の在学契約が成立したものとした。
注9　判時1575号101頁、判タ914号185頁。幼稚園の入園の際に、外国人講師が在職すること、午前中の
基本科目は大学卒で保育者の資格を有する者が担当するなどの事項を入舎説明会などで宣伝し、これを
信じて入園契約を締結したが、完全には履行されなかった事例。入舎説明会の際に約束した事項を入舎
直後に実現することができないことを知りながら、あるいは不注意にもそうした状態にならないものと
軽信し、入園契約を契約させたことなどから、慰謝料請求と契約の解除を認めた。
注10　判時1847号34頁。声優の養成学校について、授業内容や講師陣が入学案内、募集要項に記載されて
いた内容と相違していたことを理由として、在学契約上の債務不履行責任に基づく損害賠償請求が行わ
れた事案。一日の授業時間と、有名声優による日替わり授業について、在学契約の内容とした上で、債
務不履行責任が認められた。
注11　判時870号35頁、判タ352号163頁。大学３年次への編入学の際の、大学院まで一貫した教育を受け
ることができるとの説明を信頼して編入をしたが、大学院進学時に、大学院修士課程の学生募集が停止
された事例。説明事項は契約内容とはならないとし、大学院の在学契約の成立は否定したが、契約内容
をなす給付以外に一定の実質的重要性を有する利益を確実に供与すべき旨をもって契約締結を推奨し、
相手方がこれを信じ、これを重要な動機として契約を締結した場合に、信義則上、利益供与義務を負担
し、正当な理由なくこれに反した場合には、損害賠償義務を負うとして、慰謝料請求を認めた。
注12　判タ822号154頁。私立高校の学校案内等に特定大学の推薦特別指定校であることが記載され、これ
を信頼して入学したが、高校の教諭の内申書改ざんが発覚したことから特別推薦制度が打ち切られた事
例。私立学校の入学を附合契約たる性質を帯びるので、学校は生徒に対して、学校案内等で約束した特
別推薦制度を保持して利用可能な状態におく信義則上の義務があるとした。そして、学校は学校利用契
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約の付随的義務の不履行による信頼利益の喪失につき損害賠償責任を負うとし、慰謝料請求を認めた。
注13　判時1554号91頁。米国大学の分校として開設された日本校の実態が学生募集要項等に表示されたも
のと相違し、施設が不備で教育内容が不十分で、予定された学部が開設されなかった事例。教育内容等
についての虚偽または誇大な表示及び説明は、不法行為となるとし、慰謝料請求を認めた。
注14　判時1828号68頁、判タ1139号134頁。野球専門学校について、学校案内に記載された内容どおりの
教育を受け、充実した学園生活を送ることができるとの期待をもたせながら、学校案内の記載内容とか
けはなれた学校運営を行い、再三の運営改善の申入れにもかかわらず、特別の措置も講じないまま学校
運営を行っていた事例。学生に対しては、債務不履行責任と不法行為責任の成立を認め、入学金・授業
料等の損害賠償と、慰謝料請求を認めた。親については契約当事者ではないため債務不履行責任は認め
ず、慰謝料についても学生らの慰謝料により、同時に、両親も慰謝されるとして認められなかった。
注15　判タ1232号270頁。柔道整復師の専門学校について、不十分な授業が行われていた事例。教育基本
法、学校教育法及び柔道整復師法等の関連法令に従い、適正な学習環境を整備し、併せて柔道整復師の
養成及び国家試験の合格のために客観的に必要とされる水準の知識、技能を提供する債務の不履行があ
るとし、学費の一部につき損害賠償請求が認められた。
注16　判時1315号101頁、判タ694号149頁。小学校入学の際に、学則に「本校の卒業生は…本学園中学校
に無考査で入学を許可する。」とあったため、そのような利益があるものと考え、小学校へ入学したが、
中学へ進学できなかった事例。学則は、建学の精神に基づく指導理念のほか、その学校の教育実態に即
して合理的に解釈されるものであるとして、進級条件については社会通念上合理性を認めえないもので
ない限り、学校長の裁量の範囲内にあるとした。
注17　判時1917号126頁。大学について、学校案内等やオープンキャンパスにより、新しくきれいな施設
で学べることを期待して入学したが、在学途中でキャンパス移転が行われた事例。在学契約に施設利用
契約の性質はあるが、特定された施設を利用させることを内容とするものではなく、特定の施設を利用
できることは、学生が契約を締結するに至る主観的な期待であって、動機にとどまり、それに基づいて
履行請求が可能となる法的な権利は発生しないとされた。
注18　兼子仁『教育法（新版）』（1978）226頁以下、加藤永一「学校教育契約」『現代契約法大系第７
巻』（1984）267頁。
注19　兼子・前掲（注18）408頁。
注20　松葉佐・後掲「地裁判批」105頁｡
注21　松葉佐・後掲「地裁判批」104 頁｡
注22　渡辺・後掲「高裁判批」177頁。
注23　和田・後掲「本件判批」188頁、久保野・後掲「本件判批」22頁。
注24　説明義務・情報提供義務一般について、『説明義務・情報提供義務をめぐる判例と理論』判タ1178号
（2005）参照。
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注25　本判決においてはこのような場合は「学校選択の自由の侵害」となると判断されているが、詐欺な
どの欺瞞的行為による利益侵害とすべきとするものとして、伊藤・後掲「本件判批」44～45頁。
注26　学校選択時の説明・宣伝に問題がある場合に、債務不履行構成よりも不法行為構成が採られやすい
ということにつき、平野裕之『教育サービスの債務不履行とその救済』慶應法学３号259～260頁。
注27　同様の見解として、中村・後掲「判批」120頁、新井・後掲「判批」59頁。
注28　在学契約関係については、小学校以上の生徒については、在学契約の当事者は生徒であるとするの
が通説及び下級審の裁判例である（山本由美・後掲「判批」61頁）。原々審、原審では、いずれも親が
契約当事者であることは否定されている。
注29　これに対して、「教育の自由」が関連する本件については、契約関係の延長線上では捉えられない
問題であると理解することも可能である。つまり、ＮＨＫ番組期待権判決（最判平成20年６月12日民集
62巻６号1656頁）や医療事故判決（最判平成12年9月22日民集54巻７号2574頁、最判平成15年11月11日
民集57巻10号1466頁）と同様に、「人格権」や「生命」などの強い権利に対する期待・信頼が侵害され
た場合と捉えることが可能となる。
＜本判決に関する解説・評釈＞
大津尚志「地裁判批」月刊高校教育40巻12号66頁
松葉佐隆之「地裁判批」平成19年度主民104頁
山本由美「高裁判批」季刊教育法157号58頁
森部英生「高裁判批」週刊教育資料1042号15頁
渡辺達徳「高裁判批」判時2027号174頁
小島弘道「高裁判批」日本教育法学会年報38号158頁
新井誠「本件判批」東北学院法学69号45頁
中村肇「本件判批」法セ666号120頁
西田隆裕「本件判批」ジュリ1409号173頁
和田真一「本件判批」判時2090号185頁
田中洋「本件判批」学校事務６巻１号37頁
久保野恵美子「本件判批」判例セレクト2010　22頁
伊藤進「本件判批」私法判例リマークス42号42頁
建部雅「本件判批」平成22年度重判104頁
［付記］
　本稿は、平成22年度科学研究費補助金（若手研究（B）課題番号22730069）の助成による研究
成果の一部である。
